
平成™›年Ÿ月™™日 水曜日 (号外第˜Ÿ˜号)官 報
hllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllli

jmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmk

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

◇
社
会
保
障
の
安
定
財
源
の
確
保
等
を
図
る
税
制
の
抜
本

的
な
改
革
を
行
う
た
め
の
消
費
税
法
の
一
部
を
改
正
す

る
等
の
法
律
（
法
律
第
六
八
号
）（
財
務
省
）

一

消
費
税
法
の
一
部
改
正
関
係
（
第
二
条
関
係
）

１

消
費
税
の
税
率
を
六
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
（
現
行
四

パ
ー
セ
ン
ト
）
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
た
。（
消
費

税
法
第
二
九
条
関
係
）

２

消
費
税
の
収
入
に
つ
い
て
は
、
地
方
交
付
税
法
に

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
ほ
か
、
毎
年
度
、
制
度
と
し

て
確
立
さ
れ
た
年
金
、
医
療
及
び
介
護
の
社
会
保
障

給
付
並
び
に
少
子
化
に
対
処
す
る
た
め
の
施
策
に
要

す
る
経
費
に
充
て
る
こ
と
と
し
た
。（
消
費
税
法
第
一

条
関
係
）

３

そ
の
事
業
年
度
の
基
準
期
間
が
な
い
資
本
金
一
、

〇
〇
〇
万
円
未
満
の
新
設
法
人
の
う
ち
、
そ
の
事
業

年
度
開
始
の
日
に
お
い
て
他
の
者
に
よ
り
当
該
新
設

法
人
の
株
式
等
の
五
〇
パ
ー
セ
ン
ト
超
を
直
接
又
は

間
接
に
保
有
さ
れ
る
場
合
で
、
か
つ
、
当
該
他
の
者

及
び
そ
の
特
殊
な
関
係
に
あ
る
法
人
の
う
ち
い
ず
れ

か
の
者
の
課
税
売
上
高
が
五
億
円
を
超
え
る
場
合
に

は
、
当
該
新
設
法
人
の
基
準
期
間
が
な
い
事
業
年
度

に
つ
い
て
は
、
事
業
者
免
税
点
制
度
を
適
用
し
な
い

こ
と
と
し
た
。（
消
費
税
法
第
一
二
条
の
三
関
係
）

４

直
前
の
課
税
期
間
の
確
定
消
費
税
額
が
四
八
万
円

（
一
年
分
）
以
下
で
あ
る
こ
と
に
よ
り
中
間
申
告
義

務
の
な
い
事
業
者
が
、
中
間
申
告
書
を
提
出
す
る
旨

の
届
出
書
を
提
出
し
た
場
合
に
は
、
中
間
申
告
書
を

提
出
で
き
る
こ
と
と
す
る
制
度
を
設
け
る
こ
と
と
し

た
。（
消
費
税
法
第
四
二
条
及
び
第
四
四
条
関
係
）

５

平
成
二
五
年
一
〇
月
一
日
前
に
締
結
し
た
工
事
の

請
負
契
約
等
に
基
づ
き
、
平
成
二
六
年
四
月
一
日
以

後
に
当
該
契
約
に
係
る
課
税
資
産
の
譲
渡
等
が
行
わ

れ
る
場
合
に
は
、
当
該
課
税
資
産
の
譲
渡
等
に
係
る

消
費
税
率
は
、
現
行
税
率
（
四
パ
ー
セ
ン
ト
）
と
す

る
等
の
経
過
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第

三
条
〜
第
一
四
条
及
び
第
一
七
条
関
係
）

a

設
置
等
の
認
可
（
第
一
七
条
関
係
）

イ

国
及
び
地
方
公
共
団
体
以
外
の
者
は
、
設
置

又
は
廃
止
等
を
行
お
う
と
す
る
と
き
は
、
都
道

府
県
知
事
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
と
と
し
た
。

ロ

都
道
府
県
の
条
例
で
定
め
る
基
準
を
満
た
し

た
施
設
に
つ
い
て
、
そ
の
設
置
者
が
欠
格
事
由

に
該
当
す
る
場
合
及
び
供
給
過
剰
に
よ
る
需
給

調
整
が
必
要
な
場
合
を
除
き
、
設
置
の
認
可
を

す
る
こ
と
と
し
た
。

ハ

設
置
の
認
可
に
当
た
っ
て
は
、都
道
府
県
は
、

市
町
村
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と

し
た
。

b

そ
の
他

指
導
監
督
、
大
都
市
特
例
等
の
規
定
を
整
備
し

た
。（
第
一
八
条
〜
第
二
七
条
関
係
）

４

主
務
大
臣

主
務
大
臣
は
、
内
閣
総
理
大
臣
、
文
部
科
学
大
臣
及

び
厚
生
労
働
大
臣
と
し
た
。（
第
三
六
条
関
係
）

５

そ
の
他

^

幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
関
す
る
特
例

\

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
に
現
に
存
す
る
幼
保
連

携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
つ
い
て
は
、
施
行
日
に
、

３
の
`

の
a
の
イ
の
設
置
の
認
可
が
あ
っ
た
も
の

と
み
な
す
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
三
条
関
係
）

]

施
行
日
の
前
日
に
お
い
て
現
に
幼
稚
園
を
設
置

し
て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
一
定
の
要
件
を
満
た
し

た
も
の
は
、
当
分
の
間
、
３
の
`

の
\
の
規
定
に

か
か
わ
ら
ず
、
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
を
設

置
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
四

条
関
係
）

_

保
育
教
諭
等
の
資
格
の
特
例

施
行
日
か
ら
起
算
し
て
五
年
間
は
、
３
の
`

の
_

の
イ
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
幼
稚
園
の
教
諭
の
免

許
の
普
通
免
許
状
を
有
す
る
者
又
は
保
育
士
の
資
格

の
登
録
を
受
け
た
者
は
、
保
育
教
諭
等
と
な
る
こ
と

が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
五
条
関
係
）

６

こ
の
法
律
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
子
ど
も
・
子

育
て
支
援
法
（
平
成
二
四
年
法
律
第
六
五
号
）
の
施
行

の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
及
び
就
学
前
の
子
ど
も
に
関

す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す

る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係

法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
法
律
第
六
七
号
）（
内

閣
府
本
府
）

１

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
（
平
成
二
四
年
法
律
第
六

五
号
）
及
び
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育

等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
四
年
法
律
第
六
六
号
）
の
施

行
に
伴
い
、
関
係
法
律
の
規
定
の
整
備
を
す
る
と
と
も

に
、
所
要
の
経
過
措
置
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一

条
〜
第
七
三
条
関
係
）

２

こ
の
法
律
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
子
ど
も
・
子

育
て
支
援
法
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

二

消
費
税
法
の
一
部
改
正
関
係
（
第
三
条
関
係
）

１

消
費
税
の
税
率
を
七
・
八
パ
ー
セ
ン
ト
（
現
行
四

パ
ー
セ
ン
ト
、
平
成
二
六
年
四
月
一
日
以
降
六
・
三

パ
ー
セ
ン
ト
）
に
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
た
。（
消
費

税
法
第
二
九
条
関
係
）

２

平
成
二
五
年
一
〇
月
一
日
か
ら
平
成
二
七
年
四
月

一
日
の
前
日
ま
で
の
間
に
締
結
し
た
工
事
の
請
負
契

約
等
に
基
づ
き
、
平
成
二
七
年
一
〇
月
一
日
以
後
に

当
該
契
約
に
係
る
課
税
資
産
の
譲
渡
等
が
行
わ
れ
る

場
合
に
は
、
当
該
課
税
資
産
の
譲
渡
等
に
係
る
消
費

税
率
は
、
六
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
等
の
経
過
措

置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
一
六
条
及
び
第

一
七
条
関
係
）

三

税
制
に
関
す
る
抜
本
的
な
改
革
及
び
関
連
す
る
諸
施

策
に
関
す
る
措
置
関
係
（
第
七
条
関
係
）

一
及
び
二
の
規
定
に
よ
り
講
じ
ら
れ
る
措
置
の
ほ

か
、
政
府
は
、
所
得
税
法
等
一
部
改
正
法
附
則
第
一
〇

四
条
第
一
項
及
び
第
三
項
に
基
づ
く
平
成
二
四
年
二
月

一
七
日
に
閣
議
に
お
い
て
決
定
さ
れ
た
社
会
保
障
・
税

一
体
改
革
大
綱
に
記
載
さ
れ
た
消
費
課
税
、
個
人
所
得

課
税
、
法
人
課
税
、
資
産
課
税
そ
の
他
の
国
と
地
方
を

通
じ
た
税
制
に
関
す
る
抜
本
的
な
改
革
及
び
関
連
す
る

諸
施
策
に
つ
い
て
、
次
に
定
め
る
基
本
的
方
向
性
に
よ

り
そ
れ
ら
の
具
体
化
に
向
け
て
そ
れ
ぞ
れ
検
討
し
、
そ

れ
ぞ
れ
の
結
果
に
基
づ
き
速
や
か
に
必
要
な
措
置
を
講

じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。

１

消
費
課
税
に
つ
い
て
は
、
消
費
税
率
の
引
上
げ
を

踏
ま
え
て
、
次
に
定
め
る
と
お
り
検
討
す
る
こ
と
と

し
た
。（
第
七
条
第
一
号
関
係
）

^

低
所
得
者
に
配
慮
す
る
観
点
か
ら
、
番
号
制
度

の
本
格
的
な
稼
動
及
び
定
着
を
前
提
に
、
関
連
す

る
社
会
保
障
制
度
の
見
直
し
及
び
所
得
控
除
の
抜

本
的
な
整
理
と
併
せ
て
、
総
合
合
算
制
度
、
給
付

付
き
税
額
控
除
等
の
施
策
の
導
入
に
つ
い
て
、
所

得
の
把
握
、
資
産
の
把
握
の
問
題
、
執
行
面
で
の

対
応
の
可
能
性
等
を
含
め
様
々
な
角
度
か
ら
総
合

的
に
検
討
す
る
。

_

低
所
得
者
に
配
慮
す
る
観
点
か
ら
、
複
数
税
率

の
導
入
に
つ
い
て
、
財
源
の
問
題
、
対
象
範
囲
の

限
定
、
中
小
事
業
者
の
事
務
負
担
等
を
含
め
様
々

な
角
度
か
ら
総
合
的
に
検
討
す
る
。

`

一
の
規
定
の
施
行
か
ら
^

及
び
_

の
検
討
の
結

果
に
基
づ
き
導
入
す
る
施
策
の
実
現
ま
で
の
間
の

暫
定
的
及
び
臨
時
的
な
措
置
と
し
て
、
社
会
保
障

の
機
能
強
化
と
の
関
係
も
踏
ま
え
つ
つ
、
対
象
範

囲
、
基
準
と
な
る
所
得
の
考
え
方
、財
源
の
問
題
、

執
行
面
で
の
対
応
の
可
能
性
等
に
つ
い
て
検
討
を

行
い
、
簡
素
な
給
付
措
置
を
実
施
す
る
。

a

消
費
税
の
簡
易
課
税
制
度
の
仕
入
れ
に
係
る
概

算
的
な
控
除
率
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
更
な
る
実

態
調
査
を
行
い
、
そ
の
結
果
も
踏
ま
え
た
上
で
、

そ
の
水
準
に
つ
い
て
必
要
な
見
直
し
を
行
う
。

b

消
費
税
率
が
段
階
的
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と

も
踏
ま
え
、
消
費
税
の
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
に

支
障
が
生
ず
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
事
業
者
の
実

態
を
十
分
に
把
握
し
、次
に
定
め
る
取
組
を
含
め
、

よ
り
徹
底
し
た
対
策
を
講
ず
る
。

\

消
費
税
の
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
に
資
す
る

た
め
、
事
業
者
等
が
消
費
税
の
転
嫁
及
び
価
格

表
示
等
に
関
し
て
行
う
行
為
に
つ
い
て
の
指
針

を
策
定
し
、
そ
の
周
知
徹
底
を
図
り
、
相
談
等

を
行
う
こ
と
。

]

中
小
事
業
者
向
け
に
相
談
の
場
を
設
置
す
る

と
と
も
に
、
講
習
会
の
開
催
等
を
行
う
こ
と
。

^

取
引
上
の
優
越
的
な
地
位
を
利
用
し
て
下
請

事
業
者
等
か
ら
の
消
費
税
の
転
嫁
の
要
請
を
一

方
的
に
拒
否
す
る
こ
と
等
の
不
公
正
な
取
引
の

取
締
り
及
び
監
視
の
強
化
を
行
う
こ
と
。

_

競
争
を
実
質
的
に
制
限
す
る
こ
と
に
よ
り
対

価
を
不
当
に
引
き
上
げ
る
行
為
を
抑
止
す
る
た

め
の
独
占
禁
止
法
の
厳
正
な
運
用
及
び
便
乗
値

上
げ
防
止
の
た
め
の
調
査
、
監
督
及
び
指
導
を

行
う
こ
と
。

`

適
正
な
転
嫁
等
へ
の
取
組
を
効
果
的
に
推
進

す
る
観
点
か
ら
、
関
係
行
政
機
関
の
相
互
の
緊

密
な
連
携
を
確
保
し
、
総
合
的
に
対
策
を
推
進

す
る
た
め
の
本
部
を
内
閣
に
設
置
す
る
こ
と
。

a

消
費
税
の
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
を
確
保
す

る
観
点
か
ら
、
独
占
禁
止
法
及
び
下
請
法
の
特

例
に
係
る
必
要
な
法
制
上
の
措
置
を
講
ず
る
こ

と
。

Ÿ
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